



















































































































































































【 】 最高裁判決 結 果（事案等) 本稿
１ 最一小判平22.４.８判タ1323号118頁 開示請求認容（原審支持、経由プロバイダ） ２
２ 最三小判平22.４.13裁判所時報1505.11 開示請求棄却（原審支持）、重過失を否定（原審破棄） ２
【 】 下級審判決（判決年月日順) 結 果（事案等) 本稿
３ 東京地判平15.３.31判時1817.84 開示請求認容 ４
４ 東京地判平15.４.24金商1168.８ 開示請求棄却（経由プロバイダ） ５
５ 東京地判平15.６.25判時1869.54 開示請求棄却（２チャンネルが被告） ４
６ 東京地判平15.９.12判例体系 ID28082673 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
７ 東京地判平15.９.17判タ1152.276 開示請求認容（経由プロバイダ） ５
８ 東京地判平15.11.28金商1183.51 開示請求認容（経由プロバイダ） ５
９ 東京地判平16.３.12判例体系 ID28092216 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
10 東京地判平16.４.14判例体系 ID28092252 開示請求一部認容（経由プロバイダ） ５
11 大坂地判平16.４.22判例体系 ID28092283 開示請求認容（２チャンネルが被告） ４
12 東京地判平16.５.７判例体系 ID28092294 開示請求認容（２チャンネルが被告） ４
13 東京地判平16.５.18判タ1160.147 開示請求ではないが、開示義務違反を否定 ４
14 東京高判平16.５.26判タ1152.131 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
15 東京地判平16.６.８判タ1212.297 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
16 東京地判平16.11.24判タ1205.265 開示請求認容（重過失は否定） ７
17 名古屋地判平17.１.21判時1893.75 開示請求棄却 ４
18 東京地決平17.１.21判時1894.35 発信者情報の開示を認めた仮処分を取り消した ４
19 東京地判平17.６.24判時1928.78 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
20 東京地判平17.８.29判タ1200.286 開示請求一部認容 ４
21 大坂地判平18.２.22判時1962.85 弁護士法23条の２の照会に法４条の趣旨を斟酌 ８
22 東京地判平18.４.26判例体系 ID28111125 開示請求認容（重過失は否定） ６
23 大坂地判平18.６.23判時1956.130 開示請求認容（重過失は否定、経由プロバイダ（携帯）） ６
24 東京地判平18.９.25判タ1234.346 開示請求認容（WinMX、経由プロバイダ） ６
25 東京地判平18.11.７判タ1242.224 開示請求認容（被告不出頭のまま） ４
26 東京高判平20.５.28判タ1297.283 開示請求棄却（ネットカフェ） ８
27 大坂地判平20.６.26判時2033.40 開示請求認容（重過失は否定、経由プロバイダ） ６
28 東京地判平20.９.９判時2049.40 開示請求認容（経由プロバイダ） ５
29 大坂地判平22.３.25裁判所Web 開示請求認容 ４




















































































































































































































































































240 前 田 泰
の IPアドレスと発信日時の記録が不可欠である。法４条の発信者情報開示義務の前提として、これら
の取得・保存義務がプロバイダに存在すると解すべきではないか。すべてのプロバイダが、２チャン
ネルやMILKCAFEのように（裁判を契機にではあるが）自主的に IPアドレスの取得・保存を実施す
るとは限らないであろうから、上記の解釈により法的義務を導けないとすれば、立法的修正が必要で
ある。
最後に、【18】には疑問がある。そこで記述された①～③で（真実でないという）疏明があれば開示
請求を認容するに充分であろう。被害者が主張したすべての書込について違法性阻却事由の不存在（真
実でないこと）を疏明しなければならない理由が判決では説明されていない。既に被害者はプロバイ
ダから発信者情報を得ているから実害はないであろうが、疑問は残る。
（原稿提出 平成22年９月16日）
注
１ 契約に基づく履行請求権については、椿寿夫「予約の機能・効力と履行請求権⑴～⑶」法時67巻10号58頁、11号40
頁、12号56頁（以上は1995年）、同「履行請求権（上）～（下の２）」法時69巻１号100頁、２号37頁、３号68頁（以上
は1997年）、70巻１七73頁（1998年）、森田修『契約責任の帰責構造』（2002年）、窪田充見「履行請求権」ジュリ1318
号103頁（2006年）等参照。契約に基づかないが、その違反が不法行為となる履行義務、および、これと表裏の関係に
あるはずの履行請求権の性質が問題である。
２ ただし、ネット上の名誉侵害に対するプロバイダの損害賠償責任の問題においては、プロバイダ自身が名誉侵害者
ではないことから、プロバイダの責任の法律構成により、違法性阻却事由の立証責任を被害者側に負わせる可能性が
論じられている。大塚直「名誉毀損行為をめぐるプロバイダ等の責任」野村豊弘先生還暦記念『21世紀判例契約法の
最前線』404頁（2006年）。
３ ?権利侵害の明白性」が「違法性阻却事由の不存在」を意味することは、立法担当者の解説で示されていた。総務省
電気通信利用環境整備室ほか『プロバイダ責任制限法――逐条解説とガイドライン』28頁（2002年）。
４ 松本恒雄「判批」私法判例リマークス28号60頁（2004年）および長谷部由紀子「判批」メディア判例百選231頁（2005
年）が、【３】のこの部分の結論を支持している。
５ 大塚・注２所掲406頁は、「主観的要件」の捉え方を含めて、【３】判決のこの部分の理由づけと結論を支持している。
241プロバイダの発信者情報開示義務（上)
